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会    議    概    要 

 

会 議 の 名 称 令和元年度第２回弘前市地域自立支援協議会 

開 催 年 月 日 令和元年８月２３日（木） 

開始・終了時刻 １３時３０分から１４時００分まで 

開 催 場 所 弘前市役所 市民防災館３階 防災会議室 

議 長 等 の 氏 名 社会福祉法人弘前市社会福祉協議会 事務局長 安田 昭弘 

出 席 者 

（ １ ４ 名 ） 

弘前市地域自立支援協議会委員 

障がい者生活支援センター「すみれ」 管理者 川村 和康 

社会福祉法人七峰会 常務理事 高橋 正安 

社会福祉法人抱民社 施設長 今村 健 

ＮＰＯ法人 銀河 理事長 菊池 健弥 

社会福祉法人 藤聖母園 児童発達支援センター弘前大清水学園  園長 堀内 芳男 

一般社団法人 弘前市医師会 副会長 秋山 邦男 

弘前市身体障害者福祉連合会 会長 森山 正 

弘前地区心身障害児者父母の会連合会 副会長 大髙 義昭 

弘前地区精神障害者家族会いずみの会 副会長 會津 茂子 

社会福祉法人弘前市社会福祉協議会 事務局長 安田 昭弘 

弘前人権擁護委員協議会 弘前・西目屋地区部会 会長 外崎 祐一 

弘前学院大学社会福祉学部 講師 丸山 龍太 

弘前公共職業安定所 所長 相川 征昭 

中南地域県民局地域健康福祉部福祉総室 次長 野呂 敏夫 

欠 席 者 

（ ７ 名 ） 

弘前市障害者生活支援センター 所長 外﨑 理香 

弘前第一養護学校 校長 成田 安男 

弘前第二養護学校 校長 川口 晃世 

弘果 弘前中央青果㈱ 取締役部長 大中 実 

株式会社弘前ドライクリーニング工場 副社長 久保 栄一郎 

青森県地域包括・在宅介護支援センター協議会 理事 土岐 浩一郎 

ＮＰＯ法人 光の岬福祉研究会 代表理事 太田 真 
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事 務 局 職 員 の 

職 氏 名 

福祉部長          番場 邦夫 

福祉部障がい福祉課長    佐藤 真紀 

福祉部障がい福祉主幹    佐藤 龍太 

福祉部障がい福祉係長    鈴木 孝志 

障がい福祉係 主事     吉田 沙織 

会議の議題 

１ 開会 

２ 会議 

案件  弘前市障がい者計画（変更案）のパブリック 

コメント実施結果について 

３ その他 

４ 閉会 

会議資料の名称 

次第 

委員名簿 

席図 

資料１ 弘前市障がい者計画（変更案）に対するパブリックコ

メントの結果について 

資料２ 弘前市障がい者計画（変更案） 

 

会議結果  

１ 開会 

 

２ 会議 

（１）弘前市障が

い者計画（変更案）

のパブリックコメ

ントについて 

 

質疑・意見等 

委員 

 

 

事務局 

 

委員 

 

 

 

 

事務局職員の紹介、会議定足数の確認（２１名中１４名出席） 

  

 

案件（１）弘前市障がい者計画（変更案）のパブリックコメン

トについて、事務局より説明。 

 

 

 

 

発達障がい者への支援に関する回答について、障がい者計画の

変更は予定されているのか。 

 

次期計画の参考とさせていただきたい。 

 

発達障がい者支援に関して、児については５歳児健康診査があ

るが、者に対する支援として、就労支援部会の活動や就労支援

に係る各事業、高学歴の人たちへの支援を含めても良いのでは

ないか。 
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事務局 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

事務局 

 

 

 

３ その他 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

事務局 

 

 

 

 

４ その他 

 

 

現計画は令和２年度までであり、策定当時は市の経営計画が子

どもたちの笑顔あふれる町という目標を掲げていたため、障が

い児への支援を重点策として作成した。その後、子どもの発達

サポートや、保育所巡回事業等への取り組みがあり回答した。

次期計画策定にあたり、委員の方々の知見をお借りしたい。 

 

今後どのようなスケジュールで、変更案が進むのか事務局より

説明いただきたい。 

 

本日お示しした計画案を最終案として庁内の策定手続きに入

らせていただき、９月下旬に改定予定である。 

また改定後には、委員の皆様に送付させていただきたい。 

 

 

今月より日中支援型の共同生活介護の事業を開始した。 

従来型と日中支援型との違いは、後者は重度の障がい者が対象

となり、日中もグループホームで過ごすことが可能な点があ

る。また地域に根ざした運営について、自立支援協議会のチェ

ック機能が期待されており、事業所は定期報告が必要だが、具

体的な報告方法が国でも示されていない。 

そこで事務局と事業所管理者で、報告方法等について協議する

ことを承認いただきたい。 

 

（承認多数となる） 

 

先日身体障害者福祉センターが耐震性のことで、使用できない

とのことだが、今後の方向性について教えていただきたい。 

 

当面の間は隣接している社会福祉センターで事業実施するが、

代替施設を調整中で、なるべく早く結果をお示ししたい。 

現時点で廃止は考えておらず、存続や移転を丁寧に検討した

い。 

 

（会議終了） 

 

その他必要事項 

・会議は公開 

・取材（陸奥新報社記者１名） 

   （東奥日報社記者１名） 

 


